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 現現状状把把握握  

４.１  多多摩摩・・島島ししょょ地地域域ににおおけけるる行行政政評評価価のの実実施施状状況況  

多摩・島しょ地域の自治体にアンケート調査を２段階に分けて実施した。 

まずは、多摩・島しょ地域の自治体にアンケートを行い、現状、課題等の把握・分析を行った。 

次に、現在行政評価を実施している、または試行中と回答した自治体について、個々の職員に

対してのアンケートも実施することで、現状の課題を中心に深掘りした。 

 

４.１.１ 自自治治体体アアンンケケーートト  

以下のとおり実施し、行政評価の導入状況、実施形態、課題等について調査を実施した。  

調査結果の数値は、原則として回答率（％）を表記してあり、小数点第２位を四捨五入し小数点

以下第１位までを表記している。このため、単数回答の合計が 100.0％とならない場合がある。 

本文中の「ｎ」はその設問の回答数を示す。 

自由記述は回答者が特定されないように回答内容の抜粋や加工を行っている場合がある。 

 

図図表表  ４４--11  自自治治体体アアンンケケーートト調調査査結結果果  

  

項目 内容 

調査対象 多摩・島しょ地域の市町村の行政評価担当部署（39 市町村） 

調査方式 
各市町村の企画担当部署へメールで調査票を送付し、その後企画担当

部署から行政評価担当部署へ展開いただき、メールにより回収 

調査期間 2022 年８月 26 日（金）～2022 年 10 月 18 日（火） 

回収数 39 件 
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４.１.２ 職職員員アアンンケケーートト  

現在行政評価を実施している、または試行中と回答した自治体については、個々の職員に対し

てのアンケートも実施することで、現状の課題を中心に深掘りした。 

 

図図表表  ４４--22  職職員員アアンンケケーートト調調査査結結果果  

 

自治体規模（職員数）別で集計を行った場合、職員数が 1000 人以上の大規模自治体に所属

する職員からの回答率が高かった。このため、多摩地域データブック～多摩地域主要統計表～

2021（令和３）年版53の自治体職員数をもとに、ウェイトバック集計を行うことで、実態に即した状

況を把握することとした。 

なお、ウェイトバック集計を実施するに際しては、次に示すとおり小数点以下の端数が発生する。

60 ページ以降に示すグラフ上の数値は整数で表示しているが、端数処理の関係で、グラフ上の

数値が同一であっても、小数点以下の大小によりグラフの大きさが異なって表示されることがあ

る。 

図図表表  ４４--33  ウウェェイイトトババッッククのの考考ええ方方  

 

 
53 https://www.tama-100.or.jp/cmsfiles/contents/0000001/1059/9zaisei.pdf（2022 年 11 月

18 日確認） 

項目 内容 

調査対象 
多摩・島しょ地域の市町村のうち、現在行政評価を実施している、または

試行中と回答した 29 市町村に所属する職員 

調査方式 ウェブ調査 

調査期間 2022 年 10 月 20 日（木）～2022 年 11 月４日（金） 

回収数 1,410 件 

自治体規模（職員数） 職員数 構成比 (自治体数)
0人以上500人未満 4,097 17% 12

500人以上1000人未満 7,163 29% 9

1000人以上 13,503 55% 8

自治体規模（職員数） 回答数 構成比
0人以上500人未満 193 16%
500人以上1000人未満 266 22%
1000人以上 769 63%
合計 1228

アンケートの想定母集団

今回の回答状況

職員数1000人以上の自治体の職員から回答を
多く回収できたため、回答に偏りが生じている。

このため、職員数500人未満の自治体の回答数
を約1.05倍、職員数500人以上1000人未
満の自治体の回答数を約1.34倍、1000人
以上の自治体の回答数を約0.87倍することで、
母集団構成に合わせた集計を行うことが出来る。

自治体規模（職員数） 回答数 構成比
0人以上500人未満 203 17%

500人以上1000人未満 355 29%

1000人以上 670 55%

合計 1228

ウェイトバック集計実施後の回答状況

500人未満×1.052
500人以上1000人未満×1.335
1000人以上×0.871
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４.２  自自治治体体アアンンケケーートト調調査査結結果果  

４.２.１ 全全自自治治体体のの回回答答  

(１) 行政評価の導入状況について 

回答総数は39自治体、うち「導入済」が最多の28自治体であり、全体の約７割（71.8％）

を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--44  行行政政評評価価のの導導入入状状況況    

 

 

(２) EBPM の導入状況 

回答総数は 39 自治体、うち「現時点で導入の予定なし」が最多の 22 自治体であり、全

体の約６割（56.4％）を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--55  EEBBPPMM のの導導入入状状況況    

 

28
71.8%1

2.6%

3
7.7%

1
2.6% 6

15.4%

0
0.0% 導入済

試行中

検討中

未実施だが導入予定あり

未実施で今後も導入予定なし

過去に実施していたが廃止した

【n=39】

3
7.7%

12
30.8%

2
5.1%

22
56.4%

0
0.0% 導入済

導入に向けて研究・検討中

試行中

現時点で導入の予定なし

過去に実施していたが廃止した

【n=39】
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４.２.２ 行行政政評評価価実実施施自自治治体体のの回回答答  

(１) 行政評価の導入時期 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「2006 年以前」が最多の 23 自治体であり、全体の約８割（79.3％）を占める。

（単一回答） 

 

図図表表  ４４--66  行行政政評評価価のの導導入入時時期期    

 

 

【n=29】2
6.9% 1

3.4%

3
10.3%

23
79.3%

2016年以降

2012～2016年

2007年～2011年

2006年以前

39

第４章．現状把握

第
４
章



 

 

(２) 導入当初における行政評価の導入目的 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「PDCA サイクルの確立」が最多の 20 自治体である。（複数回答、回答数制限な

し） 

図図表表  ４４--77  行行政政評評価価のの導導入入目目的的（（当当初初））  

 

(３) 現時点での行政評価の導入目的 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「PDCA サイクルの確立」が最多の 23 自治体である。（複数回答、回答数制限な

し） 

図図表表  ４４--88  行行政政評評価価のの導導入入目目的的（（現現在在））

  

 

20

18

17

17

16

14

12

9

5

3

0 5 10 15 20 25

PDCAサイクルの確立

行政運営の効率化

総合計画等の進行管理

行政活動の成果向上

住民を意識した業務の転換、
住民サービスの向上

職員の意識改革

アカウンタビリティ機能の強化

予算削減（圧縮）

企画立案過程の改善

定数削減（圧縮）

40

第４章．現状把握

第
４
章



 

 

(４) 行政評価の実施形態 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「内部評価・外部評価の両方を実施」が 18 自治体であり、全体の約６割（62.1％）

を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--99  行行政政評評価価のの実実施施形形態態    

 

(５) 内部評価の実施状況 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「事業担当課のみ」が 16 自治体であり、全体の約６割（55.2％）を占める。（単一

回答） 

図図表表  ４４--1100  内内部部評評価価のの実実施施状状況況  

 

  

【n=29】

18
62.1%

10
34.5%

1
3.4%

内部評価・外部評価の両方を実施

内部評価のみ

外部評価のみ

13
44.8%16

55.2%

事業担当課だけでなく、行政評価制度
所管課等が評価を行う

事業担当課のみ

【n=29】
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(６) 外部評価実施にあたり、参画している委員の属性 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「住民（公募・市政モニター等）」、「その他（自由回答）」の２つが最多の９自治体で

ある。 

「その他（自由回答）」では、「議会議員」、「産業団体職員」、「総務省行政評価局職員」、

「金融機関職員」等の回答があった。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--1111  外外部部評評価価実実施施ににああたたりり、、参参画画ししてていいるる委委員員のの属属性性  
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(７) 行政評価と議会の関係性 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「特に説明せず、議員に資料を配布」しているのが最多の 11 自治体、次いで「議

会への報告・説明」を行っているのが 10 自治体、となっている。「その他（自由回答）」では、

「決算特別委員会の決算審査資料の１つとなっている」等の回答があった。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1122  行行政政評評価価とと議議会会のの関関係係性性  

  

 

(８) 行政評価に住民からの意見を取り入れる仕組みの有無 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「あり」、「なし」がほぼ同数となっている。「あり」と回答した自治体では、「外部評

価への住民参加」、「アンケートの実施」、「パブリックコメントの実施」等の回答があった。（単

一回答） 

 

図図表表  ４４--1133    行行政政評評価価にに住住民民かかららのの意意見見をを取取りり入入れれるる仕仕組組みみのの有有無無  

 

 

1
3.4%

10
34.5%

11
37.9%

4
13.8%

3
10.3%

議会の審査

議会への報告・説明

特に説明せず、議員に資料を配布

その他（自由回答）

関与なし

【n=29】

・ 決算特別委員会の決算審査
資料の１つとなっている 等

【n=29】

14
48.3%

15
51.7%

あり（具体的内容を自由回答）

なし

・ 外部評価への住民参加
・ アンケートの実施
・ パブリックコメントの実施 等
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(９) 事務事業の総数、うち行政評価の実施対象となる数 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、事務事業の総数として最も多かった回答は「０～200」、うち行政評価の実施対

象となる数として最も多かった回答は「０～200」となっている。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1144    事事務務事事業業のの総総数数、、ううちち行行政政評評価価のの実実施施対対象象ととななるる数数  
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(１０) 施策の総数、うち行政評価の実施対象となる数 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、施策の総数として最も多かった回答は「31～40」、うち行政評価の実施対象とな

る数として最も多かった回答は「０～10」、「31～40」となっている。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1155  施施策策のの総総数数、、ううちち行行政政評評価価のの実実施施対対象象ととななるる数数  
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(１１) 政策の総数、うち行政評価の実施対象となる数 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、政策の総数として最も多かった回答は０、うち行政評価の実施対象となる数とし

て、０以外の回答があったのは５自治体のみである。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1166  政政策策のの総総数数、、ううちち行行政政評評価価のの実実施施対対象象ととななるる数数  
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(１１) 政策の総数、うち行政評価の実施対象となる数 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、政策の総数として最も多かった回答は０、うち行政評価の実施対象となる数とし

て、０以外の回答があったのは５自治体のみである。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1166  政政策策のの総総数数、、ううちち行行政政評評価価のの実実施施対対象象ととななるる数数  

 

  

 

 

(１２) 評価指標のうち、定量的な成果指標を設定している割合 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「８割以上」が最多の 16 自治体であり、全体の約６割（55.2％）を占める。（単一

回答） 

 

図図表表  ４４--1177  評評価価指指標標ののううちち、、定定量量的的なな成成果果指指標標をを設設定定ししてていいるる割割合合  

 

 

(１３)  評価指標について、活動指標と成果指標を分けて設定しているか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「成果指標を区分して設定している」が 22 自治体であり、全体の約８割（75.9％）

を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1188  評評価価指指標標ににつついいてて活活動動指指標標とと成成果果指指標標をを分分けけてて設設定定ししてていいるるかか  

 

【n=29】
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0
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2
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4
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2
6.9%
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行政評価に特に定量的指標の設定を求めていない

2割未満

2割未満4割以上

4割以上6割未満

6割以上8割未満

8割以上

22
75.9%

7
24.1%

0
0.0%

成果指標を区分して設定している

活動指標を区分して設定している

指標に区分を設定していない

【n=29】
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(１４) 行政評価結果を予算要求に反映しているか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「反映または参考にしている」が 25 自治体であり、全体の約９割（86.2％）を占

める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--1199  行行政政評評価価結結果果をを予予算算要要求求にに反反映映ししてていいるるかか  

 
 

(１５) 行政評価結果を予算査定に反映しているか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「反映または参考にしている」が 23 自治体であり、全体の約８割（79.3％）を占

める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--2200  行行政政評評価価結結果果をを予予算算査査定定にに反反映映ししてていいるるかか  

 

【n=29】

25
86.2%

4
13.8%

反映または参考にしている

反映していない

23
79.3%

6
20.7%

反映または参考にしている

反映していない

【n=29】
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(１６) 外部評価結果を予算要求に反映しているか 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「反映または参考にしている」が 14 自治体

であり、全体の約７割（73.7％）を占める。（単一回答） 

  

図図表表  ４４--2211  外外部部評評価価結結果果をを予予算算要要求求にに反反映映ししてていいるるかか  

 

 

(１７) 外部評価結果を予算査定に反映しているか 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「反映または参考にしている」が 13 自治体

であり、全体の約７割（68.4％）を占める。（単一回答） 

  

図図表表  ４４--2222  外外部部評評価価結結果果をを予予算算査査定定にに反反映映ししてていいるるかか  

 

 

14
73.7%

5
26.3% 反映または参考にしている

反映していない

【n=19】

13
68.4%

6
31.6%

反映または参考にしている

反映していない

【n=19】
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(１８) 行政評価結果を総合計画の策定に反映しているか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「反映または参考にしている」が 22 自治体であり、全体の約８割（75.9％）を占

める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--2233  行行政政評評価価結結果果をを総総合合計計画画のの策策定定にに反反映映ししてていいるるかか  

 

 

(１９) 行政評価結果を総合計画の進行管理に反映しているか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「反映または参考にしている」が 24 自治体であり、全体の約８割（82.8％）を占

める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--2244  行行政政評評価価結結果果をを総総合合計計画画のの進進行行管管理理にに反反映映ししてていいるるかか  

 

22
75.9%

7
24.1% 反映または参考にしている

反映していない

【n=29】

24
82.8%

5
17.2% 反映または参考にしている

反映していない

【n=29】
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(２０) 外部評価結果を総合計画の策定に反映しているか 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「反映または参考にしている」が 12 自治体

であり、全体の約６割（63.2％）を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--2255  外外部部評評価価結結果果をを総総合合計計画画のの策策定定にに反反映映ししてていいるるかか  

 

 

(２１) 外部評価結果を総合計画の進行管理に反映しているか 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「反映または参考にしている」が 14 自治体

であり、全体の約７割（73.7％）を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--2266  外外部部評評価価結結果果をを総総合合計計画画のの進進行行管管理理にに反反映映ししてていいるるかか  

 

【n=19】

12
63.2%

7
36.8%

反映または参考にしている

反映していない

【n=19】

14
73.7%

5
26.3% 反映または参考にしている

反映していない
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(２２) 行政評価を実施したことで、どのような成果を得られたか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「成果の観点で施策や事業が検討された」、「事務事業の廃止、予算削減につな

がった」が最多の 16 自治体、次いで「職員の意識改革に寄与した」が 15 自治体となった。

（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--2277  行行政政評評価価をを実実施施ししたたここととでで、、どどののよよううなな成成果果をを得得らられれたたかか  
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(２３) 行政評価を実施する上で、どのような課題があるか 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「予算編成等への活用」が最多の 20 自治体、次いで「評価指標の設定」が 17 自

治体となった。 

また、「行政評価の形骸化」を挙げた自治体からは、その理由として「形式的に更新される

事項が多い」、「行政評価担当課と財政担当課の連携が不足している」こと等、「担当課評価

疲れ」を挙げた自治体からは、その理由として「行政評価の目的や趣旨、活用方法が不明瞭

になっている」、「対象事業や評価項目が増加している」こと等の回答があった。（複数回答、

回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--2288  行行政政評評価価をを実実施施すするる上上でで、、どどののよよううなな課課題題ががああるるかか  

 

  

20

17

12

12

10

7

7

7

6

3

0 5 10 15 20 25

予算編成等への活用

評価指標の設定

評価情報の住民への説明責任

行政評価事務の効率化

長期的な方針・計画との連携

定数査定・管理への活用

外部意見の活用

行政評価の形骸化（その理由を自由回答）

担当課評価疲れ（その理由を自由回答）

議会審議における活用

・ 形式的に更新される事項が多い
・ 行政評価担当課と財政担当課の連携が
不足している 等

・ 行政評価の目的や趣旨、活用方法が不明瞭
になっている

・ 対象事業や評価項目が増加している 等
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(２４) 事務事業評価に係る行政評価結果の公表状況 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「公表している」が 16 自治体であり、全体

の約８割（84.2％）を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--2299  事事務務事事業業評評価価にに係係るる行行政政評評価価結結果果のの公公表表状状況況  

 

 

(２５) 施策評価に係る行政評価結果の公表状況 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「公表している」が 13 自治体であり、全体

の約７割（6８.4％）を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--3300  施施策策評評価価にに係係るる行行政政評評価価結結果果のの公公表表状状況況  

 

16
84.2%

3
15.8% 公表している

公表していない

【n=19】

13
68.4%

6
31.6%

公表している

公表していない

【n=19】
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(２６) 政策評価に係る行政評価結果の公表状況 

問５「行政評価の実施形態を教えてください」で「内部評価・外部評価の両方を実施」また

は「外部評価のみ」と回答した 19 自治体のうち、「公表していない」が 15 自治体であり、全

体の約８割（78.9％）を占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--3311  政政策策評評価価にに係係るる行行政政評評価価結結果果のの公公表表状状況況  

 

 

(２７) 行政評価を所管している部署 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「企画部門」が最多の 12 自治体であり、全体の約４割（41.4％）を占める。 

「その他（自由回答）」では、「内部評価は財政部門、外部評価を行政改革・経営改革部門

が担当」、「施策評価は企画部門、事務事業評価は行政改革・経営改革部門が担当」等の回

答があった。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--3322  行行政政評評価価をを所所管管ししてていいるる部部署署  

 

【n=19】

4
21.1%

15
78.9%

公表している

公表していない

10
34.5%

2
6.9%

12
41.4%

1
3.4%

4
13.8%

行政改革・経営改革部門

財政部門

企画部門

政策・戦略策定部門

その他（自由回答）

【n=29】
・ 内部評価は財政部門、外部評価を行政改革・
経営改革部門が担当

・ 施策評価は企画部門、事務事業評価は行政
改革・経営改革部門が担当 等
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(２８) 行政評価の実施にあたり、受けている支援について 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「特に支援を受けていない」が最多の 26 自治体である。（複数回答、回答数制限

なし） 

図図表表  ４４--3333  行行政政評評価価のの実実施施ににああたたりり、、受受けけてていいるる支支援援ににつついいてて  

 

 

(２９) 今後の行政評価の進め方について 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体うち「現状のまま継続」が最多の 15 自治体である。 

「その他（自由回答）」では、「行政評価の有効性や費用対効果を検証しながらあり方を検

討する」、「DX 推進の中で行政評価による改革改善を実現させるべく、行政評価の再構築

を検討中」、「データの可視化により施策の進捗状況を即時に把握できるよう検討中」等の

回答があった。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--3344  今今後後のの行行政政評評価価のの進進めめ方方ににつついいてて  

 

15

12

4

1

0

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16

現状のまま継続

その他（自由回答）

特定のテーマ（政策的経費・総合計画対象等）のみに
対象を絞りながら継続

毎年実施するのではなく、数年に1回とする

予算額等に下限を設け、一定規模以上の事業に
対象を絞りながら継続

廃止に向けて検討

・ 行政評価の有効性や費用対効果を検
証しながらあり方を検討する

・ DX推進の中で行政評価による改革改
善を実現させるべく、行政評価の再構築
を検討中

・ データの可視化により施策の進捗状況を
即時に把握できるよう検討中 等
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(３０) 行政評価の実施に関する研修会等の実施状況 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」と回答した 29 自治

体のうち、「ここ５年間で特に実施していない」が最多の 18 自治体である。（複数回答、回答

数制限なし） 

 

図図表表  ４４--3355  行行政政評評価価のの実実施施にに関関すするる研研修修会会等等のの実実施施状状況況  

 

 

(３１) 行政評価をより良くするための方策について 

予算編成との連携や効率的な実施、負担軽減策、市民参加を促す仕組みの導入等の回

答があった。 

 

図図表表  ４４--3366    行行政政評評価価ををよよりり良良くくすするるたためめのの方方策策ににつついいてて  

 

分類 自由記述 

評価外の業務 

（予算編成等）との 

連携 

・行政評価結果と予算編成との連動、行政評価と財務会計システムとの

連携 

 効率的な実施、 

負担軽減策 

・行政報告書（地方自治法第 233 条第５項の規定に基づく主要な施策

の成果の報告書）との統一 

評価の体系整備 
・事務事業評価と施策評価の関連付け 
・最上位計画の改定に合わせて、行政評価制度を見直す予定 

職員の意欲喚起 

・管理職以上の職員は認識しているが、それ以外の職員一人一人が行

政評価を意識して業務にあたることが必要 
・毎年行政評価方法や内容の見直しを行い、更に良いものとする姿勢

が必要 

市民参加を促す 

仕組み 
・インターネットを通じた、不特定多数の市民による評価の実施を検討中 

他自治体での 

取組の参照 

・評価方法など他自治体の事例を参考にすること 
・他自治体での例を参考にした、より効果的・効率的な行政評価の実施 
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４.２.３ 行行政政評評価価未未実実施施自自治治体体のの回回答答  

(１) 行政評価に関する検討状況 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」、「過去に実施してい

たが廃止した」以外を回答した 10 自治体のうち、「現在も過去も検討したことがない」が最

多の８自治体である。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--3377  行行政政評評価価にに関関すするる検検討討状状況況  

 

 

(２) 行政評価に関する導入等の要望の有無 

問１「行政評価の導入状況を教えてください」で「導入済」、「試行中」、「過去に実施してい

たが廃止した」以外を回答した 10 自治体のうち、「特に誰からもなかった」が最多の８自治

体である。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--3388  行行政政評評価価にに関関すするる導導入入等等のの要要望望のの有有無無  

 

 

【n=10】1
10.0%

1
10.0%

8
80.0%

現在導入に向けて検討中

過去導入に向けて検討したが断念

現在も過去も検討したことがない
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(３) 行政評価を導入する場合に懸念する課題 

問ⅰ「行政評価に関する検討状況を教えてください」で「現在も過去も検討したことがな

い」以外を回答した２自治体のうち１自治体が、「目標や成果指標の設定が難しい」、「行政

評価実施体制が構築できない」、「行政評価シートの作成が難しい」と回答している。（複数

回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--3399  行行政政評評価価をを導導入入すするる場場合合にに懸懸念念すするる課課題題  

 

 

(４) どのようにすれば行政評価を導入できそうか 

問ⅰ「行政評価に関する検討状況を教えてください」で「現在も過去も検討したことがな

い」以外を回答した２自治体のうち１自治体が、「実施体制が構築できる」、「行政評価シート

ひな型がある」、「目標や成果指標設定の研修等を受講できる」、「財政や企画部門等で行

政評価が活用できそう」と回答している。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--4400  どどののよよううににすすれればば行行政政評評価価をを導導入入ででききそそううかか  
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４.３  職職員員アアンンケケーートト結結果果  

(１) 回答者の年齢 

回答者の年齢は、「50 歳以上」が最多の 33％、次いで「30～39 歳」が 30%を占める。

（単一回答） 

 

図図表表  ４４--4411  回回答答者者のの年年齢齢  

 

 

(２) 回答者の役職 

回答者の役職は、「主任・主事級」が最多の 62％、次いで「課長補佐・係長級」が 25％を

占める。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--4422  回回答答者者のの役役職職  

 

  

(n=1,228)

(n=355)

(n=203)

(n=670)
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(３) 現在の行政評価への関与 

現在の行政評価への関与については、「全く関与していない・よく分からない」を除いた場

合、「事業担当課の担当者として評価シートを作成している」が最多である（21%）。（複数

回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--4433  現現在在のの行行政政評評価価へへのの関関与与  
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(４) 過去の行政評価への関与の経験 

過去の行政評価への関与経験については、「全く関与していなかった・よく分からない」を

除いた場合、 「事業担当課の担当者として評価シートを作成していた」が最多である

（33%）。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--4444  過過去去のの行行政政評評価価へへのの関関与与のの経経験験  
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(５) 事業担当課で行政評価シートを作成するのに要した時間 

行政評価シートの作成に要した時間は、3時間未満が最多（28%）、 次いで３時間以上 

5時間未満が多い（24%）。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--4455  事事業業担担当当課課でで行行政政評評価価シシーートトをを作作成成すするるののにに要要ししたた時時間間  
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0人以上500人未満 500人以上1000人未満 1000人以上 全体
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(６) 所属自治体における行政評価の実施目的 

行政評価の実施目的は、「行政運営の効率化」が最多（48%）、 次いで「行政活動の成果

向上」、「PDCA サイクルの確立」が多い（34%）。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--4466  所所属属自自治治体体ににおおけけるる行行政政評評価価のの実実施施目目的的  
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(７) 所属する課における行政評価の実施状況 

行政評価の実施状況については、「行政評価に関与しておらず、よく分からない」を除い

た場合、 「担当者と上長が相談しながら作成している」が最多である（32％）。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--4477  所所属属すするる課課ににおおけけるる行行政政評評価価のの実実施施状状況況  
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(８) 行政評価の成果 

行政評価の成果については、「特に何も感じていない、分からない」を除いた場合、 「成果

の観点で施策や事業が検討された」が最多である（18%）。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--4488  行行政政評評価価のの成成果果  

 

  

 

 

  

66

第４章．現状把握

第
４
章



 

 

 

(９) 行政評価の課題 

行政評価の課題については、「特に何も感じていない、分からない」を除いた場合、 「評価

指標の設定」が最多である（28%）。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--4499  行行政政評評価価のの課課題題  
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(１０) 行政評価の必要性（最も重視するもの） 

行政評価の必要性について、「特に何も感じていない、分からない」を除いた場合、 「組

織マネジメントのために必要」が最多である（23%）。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--5500  行行政政評評価価のの必必要要性性（（最最もも重重視視すするるもものの））  

 

※問 7「あなたの自治体では何を目的に行政評価を実施していると思いますか」の選択肢につい

ては、145 ページ参照 

  

(n=1,228)

(n=355)

(n=203)

(n=670)

組織マネジメントのために必要

アカウンタビリティのために必要

形骸化してしまっているのでもう必要ない

計画の進捗管理のために必要

議会から廃止を反対されるため継続が必要

問7．（※）の目的を達成してのでもう必要ない

予算や定数のために必要

住民から廃止を反対されるため継続が必要

特に何も感じていない、 分からない

23％ 8％7％

68

第４章．現状把握

第
４
章



 

 

 

(１１) 行政評価の必要性 

行政評価の必要性について、最も重視するもの（前問(１０)行政評価の必要性（最も重視

するもの）で選択されたもの）以外で選択されていたのは、「計画の進捗管理のために必要」

が最多（21%）、次いで「組織マネジメントのために必要」、「予算や定数のために必要」

（19％）が多かった。（複数回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--5511  行行政政評評価価のの必必要要性性  
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(１２) 行政評価への率直な気持ち 

行政評価への率直な気持ちとして、「そもそも何のために実施しているのか分からない」

を除いた場合、「成果指標や目標管理を設定するのが難しい」が最多である（28%）。（複数

回答、回答数制限なし） 

 

図図表表  ４４--5522  行行政政評評価価へへのの率率直直なな気気持持ちち  
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(１３) どのような状況であれば前向きに評価を実施できそうか 

前向きに評価を実施する方法としては、「特に何も感じていない、分からない」を除いた場

合、「予算要求や定数管理に活用される」が最多である（24%）。（複数回答、回答数制限な

し） 

 

図図表表  ４４--5533  どどののよよううなな状状況況ででああれればば前前向向ききにに評評価価をを実実施施ででききそそううかか  
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(１４) 外部評価の実施についての考え 

外部評価の実施について、「自身が外部評価される立場になったことが無いので分から

ない」、「自身の自治体では外部評価を実施していない」を除いた場合、「住民や有識者の意

見を聞くことに意義がある」が最多である（16％）。（単一回答） 

 

図図表表  ４４--5544  外外部部評評価価のの実実施施ににつついいててのの考考ええ  

 

 

(１５) 今後の行政評価の進め方についての考え 

今後の行政評価の進め方について、「行政評価については良く分からないので特に意見

はない」を除いた場合、「一部縮小（対象の絞り込み等）しながら継続」が最多である（30%）。 

 

図図表表  ４４--5555  今今後後のの行行政政評評価価のの進進めめ方方ににつついいててのの考考ええ  

 

  

(n=1,228)

(n=355)

(n=203)

(n=670)

自身が外部評価される立場になったことが無いのでわからない
自身の自治体では外部評価を実施していない
外部評価の対象となり、発表の準備をすることの負担が大きい
外部評価の対象となり、住民や有識者の前で発表することの負担が大きい

住民や有識者の意見を聞くことに意義がある
職員だけでは廃止や見直しが難しいので外部評価委員に提言して欲しい
担当する事業や施策の必要性についてしっかりアピールしたい
外部評価の対象となり、何か指摘されるのが怖い
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